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はじめに
　電話事業は，これまで典型的な公益事業として規制され，被規制者である
電話会社は，長い間，電話サービスを独占的に供給していた。しかし，電話
サービス提供の基盤となる通信ネットワークに，マイクロウェーブ通信等の
無線系の伝送技術が導入されるに従い，従来のような莫大な初期投資なしに，
通信市場へ参入することが技術的に可能になった。
　アメリカでは，このような新たな通信技術の利用が可能になるに伴い，参
入規制の緩和が求められ，1970年には，州際専用線サービス市場が開放され，
新規参入者が登場した。
　このような，電話サービス市場における参入規制緩和は，その後公衆交換
電話サービス分野にも波及し，現在，アメリカの州際通信市場における参入
規制は，大幅に緩和されている。
　さらに，1984年には，独禁法訴訟を契機としたアメリカ電話電信会社（A－
merican　Telephone　and　Telegraph：以下A　T＆丁社とする）が分割され，
それまでA　T＆丁社が所有していた22社のベル系地域電話会社は7社の地域
持株会社により分割所有されることとなった。その結果A　T＆丁社の州際通
信部門と州内通信部門の垂直的統合関係は崩壊し，伝統的な電話料金体系に
も大きな影響を与えた。
　アメリカでは，いわゆる市内通話は，定額料金制が主流で，月額の定額料
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金さえ払えば，市内通話には，市外通話のような従量料金は課されなかった。
しかし，現実には，定額料金だけで市内通信ネットワークの費用を回収する
ことは困難であり，不足分は，州際料金収入からの内部補助にたよっていた。
大まかに述べるならば，ローカル部門の赤字は，州際サービスを提供してい
るA　T＆丁社長距離部門の黒字により補填されていた。
　しかし，このような内部補助システムは，参入規制の緩和，A　T＆丁社の
分割で大幅な見直しを余儀なくされている。
　そこで，電話事業規制を管轄する独立規制委員会である連邦通信委員会（
Federal　Communlcations　Commission：以下F　C　Cとする）は，内部補助シ
ステムに代わる市内電話補助方式を導入した。それは，地域電話会社の通信
ネットワークを経由して州際通信サービスを提供している州際通信会社から
アクセス・チャージを徴収し，それにより市内ネットワークの赤字分を補填
しようという方式である。
　しかし，この方式の導入は，その成果を明らかにしない段階から新たな問
題を引き起こしている。それは，アクセス・チャージの負担を回避すること
を目的としたバイパスの登場である。バイパスの定義については，本論で詳
述するが，簡潔に述べるならば，州際通信会社がアクセス・チャージの支払
いを回避するために，直接，最終加入者に接続するための様々な方策の総称
である。バイパスによりアクセス・チャージ収入が減少すれば地域電話会社
の経営を圧迫することにもなりかねない。
　そこで，本稿では．アメリカ電話産業におけるバイパス問題と，バイパス
発生と密接な関わりをもつアクセス・チャージ制度を中心として，アメリカ
の電話料金規制政策を批判的に検討していきたい。アメリカの電話料金規制
政策に関する制度研究は，単なるアメリカの公益事業規制研究に止まらず，
アメリカと同様な，見方によってはアメリカ以上にドラスティクな競争政策
を導入した日本の公益事業規制のあり方にもおおくの示唆をあたえてくれる。
本稿においては，そのような点をも踏まえて，アメリカの電話料金規制政策
の変遷を考察対象としていきたい。
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　本論では，はじめに，ウェンダーズ（Wenders）の「電気通信の経済学」を
手掛かりとし，電話サービス需要の特質を明らかにする。次いで，アメリカ
の電話産業構造の特徴と電話サービスのユニバーサル性の維持を目的とした
料金規制システムに言及し，さらに，バイパスという新たな現象が電話料金
規制に与えた影響を解明し，アメリカの電話料金政策の問題点を明らかにす
る。
1．電話サービス需要の特質
　電話サービスは，通信ネットワークを介して提供されるコミュニケーショ
ン・サービスである。通常，このサービスが提供するコミュニケーション・
サービスは，1対1の排他的サービスであり，放送のような大衆を対象とし
たものではない。この電話サービスの需要形態に注目すると，そこには，他
のサービスや財には見られない特質が存在し，それは，電話サービスの双方
向性に起因している。
　電話サービスは放送のような一方向のサービスではなく，電話ネットワー
クの加入者ならば，だれでも受信者であると同時に発信者になれる。着信専
用電話機もないわけではないが，通常の電話機は電話サービスの着信装置で
あると共に，発信装置でもある。すなわち，電話の加入者は，電話ネットワ
ークの加入者になると同時に，発信，着信という二つのサービスを需要可能
となるのである。ウェンダーズは，この需要の二面性に注目し，それを，使
用需要（usage　demand）とアクセス需要（access　demand）に区別している。こ
の場合，使用需要とは，電話加入者が自らの意思で電話サービスを利用する，
すなわち発信需要であり，アクセス需要は，他の電話加入者が発信する電話
を着信するというアクセスに関わる需要である。
　ウェンダーズは，米国の電話市場を念頭において分析を進めている。米国
では，A　T＆丁社分割以前は，大部分の地域電話会社の市内通話は定額料金
制であった。ところが，AT＆丁社分割後，市内料金が定額制から従量制に
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移行し，それに付随してさまざまな規制上の問題が生じた。しかし，分析そ
れ自体は，そのような米国の特殊事情だけに基づくものではなく，一般論と
して電話サービスの特質を明らかにしようとするものである。
　はじめに，ウェンダーズの分析上の仮定をまとめてみよう。それは，以下
の3項目である。
①使用需要は，発信需要のみを意味する。
②使用料金は，単純に電話の発信に関わる料金を示すもので市内，市外，国
　際等の区別はしない。そこでは，定額料金の市内通話の価格はゼロとなる。
③使用の大きさは，共通の通話秒数という尺度のみで測られる。
　以上のような前提のもとで，個人の電話加入者の使用需要を示しているの
が図1である。この場合，価格P　oに対する加入者の通話秒数，すなわち需要
量はQoであり，図のC　S・の部分は消費者余剰である。しかし，ここでウェ
ンダーズは，電話加入者はC　S・以上にアクセスに対する支払い意思を持つと
主張する。それは，消費の外部性とオプション・ディマンドにより説明される。
????? ：使用需要に関わる消費者余剰の定義
Po　・
CS”
Do
Q 使用量
　消費の外部性とは，消費者は電話ネットワークヘの加入により電話サービ
ス（具体的には発信サービス〉の消費が可能となるが，その消費に付随して
発生する他の電話加入者からのアクセスに対する期待から発生する価値であ
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る。さらに，オプション・ディマンドとは，電話ネットワークヘの加入によ
り発生する発信，着信を含む電話サービスの利用可能性から生ずる価値であ
る。
　次に，ウェンダーズは，電話のアクセス需要を，使用に対する消費者余剰
と二つの外部性で表す。アクセス需要とは，電話ネットワークヘのアクセス
に対する需要であるが，アクセス量を，アクセスを望む場合（1）と，望まな
い場合（0）で表す。
　図2はアクセス需要を示している。縦軸はアクセス価格，横軸はアクセス
量であるが，アクセス需要は前提条件から，アクセス量1を起点とする垂直
線（アクセス・スパイク）となる。図2のように需要直線をD・とし，Foで
アクセス価格が設定される場合，D－Foはアクセスから得られる消費者余
剰を示す。
アクセス料金
F重
D
Fo
図2：アクセス需要
Da
アクセス
　アクセス・スパイクの高さは個人により異なるので，個人レベルの完全に
非弾力的なアクセス・スパイクを集計し電話市場全体のアクセス需要をもと
めると，図3－1のようになる。さらに，このアクセス需要に対応して市場
全体の使用需要を示す図を図3－2とする。
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図3－1。アクセス市場 図3－2：使用市場
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　ここで，この二つの需要の相互関係に注目する。はじめに，使用価格がPo
からP1に下落した場合を想定すると，価格の下落に従い使用需要はQoから
Q1に増大し，同時に消費者余剰も増大する。第2に，この使用需要の増大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，アクセスの可能性を増大させ，それに従い，アクセス需要曲線はDじか
らDlに移動する。その結果，電話ネットワークヘの加入者はNoからN1に
　　　　　　　　　　　　　　ぜ　　　　　　　　　ロ増大し，それが，使用需要曲線のDoからD1への移動をもたらす。
　ウェンダーズは，このような過程で，電話サービスの使用需要の変化がア
クセス需要の変化をもたらし，さらにアクセス需要の変化が再び使用需要を
移動させるという，二つの需要間の相互依存性の存在を明らかにしている。
加えて，このような相互依存性が電話市場の成長期には存在していたが，電
話市場が成熟期を迎えた今日においては希薄になり，この二つの需要はお互
いに独立して存在していることも指摘している。
　このようなウェンダーズの主張は，高度情報化社会における電話サービス
の多様化を前提とした一般論からも受入れ易い主張であるが，ここでは，さ
らに，このような変化がユニバーサル・サービスを支えてきた伝統的な公益
事業規制にきわめて重要な影響を及ぼしつつあることを指摘しておきたい。
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2．アメリカの電話産業構造
　アメリカの電話産業は，複数の事業者から構成され，他の先進諸国とは異
なる複雑な構造を有する。そのような特殊な構造は，移民という形態で国家
が形成されたこととも深い関連を有する。
　アメリカの電話産業の第一の特徴は，電話会社の経営形態である。ヨーロ
ッパを中心とする先進諸国においては，電話会社は国による直接的所有，ま
たは，公的所有により経営されてきた。これに対して，アメリカの電話会社
は私的所有が中心である。A　T＆丁社を中心として形成された22のベル地
域電話会社，G　T　E社等の独立系電話会社は連邦政府および州政府とも何ら
の所有関係をも有していない。
　さらに注目すべき第二の特徴は，これらの私有電話会社の数である。国営
を原則とするヨーロッパ諸国においては，一国一電話事業者であるが，アメ
リカでは，大小を含めて1300社を越える電話会社が存在する。しかも，これ
らの電話会社は，巨大電話会社の分割により生じたものではなく，コミュニ
ティの電話会社として生成されたものである。
　すなわち，北米大陸の東海岸から西海岸に漸次コミュニティが形成される
のに応じて，そのコミュニティの通信手段を確保するために，各地にコミュ
ニティの電話会社が誕生し，それが全国電話網を形成していったのである。
　A　T＆丁社を中心とするベル系電話会社が，1984年のA　T＆丁社分割以前
の形態をとるまでには，独立電話会社の吸収，合併が繰り返されたが，一部
の独立電話会社は，依然としてコミュニティの電話会社と形容可能な小規模
な事業者に止まっている。
　以上のような経過をたどって形成されたアメリカの電話産業は，規制とい
う側面においてもいくつかの特徴を有する。それは，州による規制と連邦に
よる規制という二重の規制機関の存在である。
　コミュニティの電話会社の営業区域が州全体に拡大されるに従い，通信事
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業は，一方で私的独占を認められつつ，州の公益事業委員会の料金規制の対
象となった。さらに，そのような規制方式は，電話会社の営業区域の拡大に
伴い，州から連邦にまで拡大され，州際の通信事業に対しても，参入および
料金規制が課せられるようになった。
　1930年代に確立されたこれらの規制枠組は，1960年代までは大きな変化も
なく維持されてきた。しかし，マイクロウェーブ等の新たな通信技術の登場
に伴い伝統的な規制枠組は陳腐化を余儀なくされ，参入，料金規制は徐々に
緩和の方向へ向かった。また1984年には，独禁法訴訟との関連からA　T＆丁
社の所有する地域電話会社がA　T＆丁社本体から分離され，新たに設立され
た7社の地域持株会社に分割所有されることになった。
　現在，州際通信分野においては，A　T＆丁社を除く新規参入通信事業者に
対する参入および料金の規制は大幅に緩和されている。また，一部の州にお
いては，A　T＆丁社分割後に生成されたローカル営業地域（L　A　T　A）間に
おける州内通信事業の参入規制が緩和され，複数事業者による競争が生じて
いる。しかし，L　AT　A内においては，依然として旧来の参入・料金規制が
継続されている。
　本論文の主題であるバイパス問題は，規制制度とは直接的に関わりのない
通信技術の発達がもたらした問題としてとらえることも可能であるが，それ
は，以上のようなアメリカの電話事業規制制度と全く無関係というわけでは
ない。一面では，アメリカ特有の電話産業構造および規制がもたらした問題
として位置づけることも可能であるし，そのような，制度上の特質をぬきに
してバイパス問題を議論することは無意味にも思われる。
3．ユニバーサル・サービスと内部補助
アメリカの電話事業においては，ユニバーサル・サービスという概念が広
く普及している。ユニバーサル・サービスとは，社会全体に広範に提供すべ
き日常生活に必要不可欠なサービスを意味する。（1）アメリカでは，連邦政府
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等の公的機関は，電話サービスの堤供に直接的関わりをもっていないが，私
営電話会社は，社会のすべての階層が利用可能となるような電話料金水準お
よび電話サービスの利用可能性を確保するという役割を担ってきた。
　このユニバーサル・サービスという概念は，アメリカ電話産業の萌芽期か
ら存在したものであり，私営電話会社によるユニバーサル・サービスの確保
のための具体的施策は，連邦と州の規制合同委員会（Federal－State∫ointBo・
ard〉の勧告に基づき連邦通信委員会（F　C　C）により実施されてきた。
　アメリカにおいては，1930年代までは，ローカル電話会社の提供する電話
サービスは，ほとんどが州内で完結するものであり，州外にまで及ぶ電話サ
ービスは，例外的であった。しかし，州外電話サービスの割合が増大するに
伴い，ローカル電話会社の負担する費用の一部を，州際サービス費用とし，
州際サービスを提供するA　T＆丁社の長距離部門に転嫁させようとする動き
が生じてきた。
　これは，経済学的には，ローカル電話会社とA　T＆丁社問における典型的
な内部補助である。州外電話サービスが普及する初期の段階では，州際接続
は，自動交換ではなく，交換手の介在する手動交換が主流であった。そこで
は，州際接続の増大は，電話交換手の増員をもたらし，ローカル電話会社の
州際関連費用の増大を招来した。そこで，ローカル電話会社は，A　T＆丁社
に，これらの州際費用の肩代りを要求したのである。
　アメリカにおいては，ローカル電話会社の営業区域は州内を原則としてお
り，州内でも，いわゆるローカル営業区域は，長い間，定額料金であった。
この定額料金の水準は，ユニバーサル・サービスの維持と直接的関連をもつ。
規制当局者は，ローカル電話会社の州際接続関連費用の増大にもかかわらず，
定額料金（月額の電話基本料〉を低く抑えるため，不足分は州際サービスを
提供しているAT＆丁社の長距離部門からの内部補助により補てんする内部
補助方式を導入した。
　その仕組は極めて複雑であるので，ここでは，説明のために図4を用いる。
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図4：電話会社の発生費用の帰属
ローカノレ電菖舌会甕土
に帰属する費用
州際長距離電諸会社
に帰属する費用
???????????
州内TS
州内NTS
州際NTS
州際TS
州際費用 ・要収入
　ローカル電話会社に帰属する費用は，図4のように四つに区別される・州
内のトラフィック・センシティブ（TrafficSensitive：TS）とノントラフィ
ック・センシティブ（Nontraffic－Sensitive：NT　S）と州際のトラフィック・
センシティブおよびノントラフィック・センシティブである。
　この場合，トラフィック・センシティブとは，通信量の増減に伴い変動す
る設備関連費用，ノントラフィック・センシティブとは，通信量の増大に関
わりなく発生する諸費用と定義される。
　公正報酬率規制においては，これらの四つに区分された費用項目のうち，
州内に帰属する州内T　Sと州内N　T　Sの部分が当該電話会社の必要収入と算
定され，そこから料金水準が決定される。（2）他方，州際に関わる二つの費用
項目（州際のT　SとN　T　S）は，州際事業者の費用と見なされ，本来，州際
事業者自身に帰属する費用と共に州際事業者の必要収入の構成要素となる。
　ローカル電話会社側のN　T　S部分の州内と州際への費用区分に関して，こ
のような会計分離手続きに合理的基準が存在するのであれば，何らの問題は
発生しないが，実際には，そのような基準は存在しない。
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　しかし，ここでは，会計分離手続自身が内包する問題点よりも，この手続
過程において内部補助が発生しているという事実に注目したい。N　T　S費用
は電話交換網の維持に関わる費用で，電話サービス利用の発生に伴い発生す
る費用ではない。（3）ところが便宜的方法として，N　T　Sの州内と州際への
費用配分には月当たりの州内発信時問数と州際発信時間数の割合が用いられ
ているQ
　たとえば，ある加入者の月当りの発信時問数が1，000分で，そのなかの州際
発信時間数が100分であったとすると，この加入者の州際発信利用率（Sub－
scriberLineUsage：S　LU）は10パーセントである。
　そこで，本来ならば，S　L　Uが10パーセントであるから，N　T　Sの州際負
担は，N　T　S費用全体の10パーセントとすれば理解しやすいが，実際は，以
下の式により加入者施設要素（Subscriber　Plant　Factor：S　P　F〉を算出し，
このS　P　Fの割合に基づき州際N　T　S分を算出している。
SPFニ（0．85十2CSR）×SLU
（C　S　R：Composite　Station　Ratio）
　上式の定数のうち0．85は，“Ozark　Plan”と呼ばれる上記算出式が1970年に
採用された時に，それ以前の方式との調整をとるために設定された定数であ
る。また，C　S　Rは，全国平均の3分間の長距離料金率平均を分母とし，当
該地区の3分聞の州際料金率平均を分子として算出した割合である。当該地
区の料金率が全国平均よりも高ければC　S　Rは大きくなり，低ければC　S　R
は小さくなる。
　1981年現在において，ベル系のローカル電話会社のS　L　Uは7．93パーセン
ト，S　P　Fは26．09パーセントであった。また，C　S　Rを1とするならばl　S
P　FはS　L　Uの2．85倍となり，このN　T　S費用割当の際の算出方式が州際事
業者からローカル電話会社への内部補助の規模を定めているとみることがで
きる。
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　以上のような過程を加入者料金の流れからみると図5のようになる。
図5：加入者料金の分配方法
　　ローカル電話会社　　　　州際事業者
加入者　　　定額料金＋
　　　　州内長距離料金
州際長距離料金
????
????
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　第一に，加入者はローカル電話会社に，毎月定額料金を支払うことにより，
ローカル発信と共に，すべての着信サービスを受ける権利（いわゆる「アク
セス」）を獲得する。第二に，加入者が州内長距離サービスを利用した場合
は，別途ローカル電話会社に料金を支払う。この料金と前者の定額料金はロ
ーカル電話会社の必要収入に含まれる。
　第三に，加入者が州内長距離サービスを利用した場合は，長距離料金は，
ローカル電話会社を経由して州際事業者の収入となる。しかし，ここで州際
事業者の必要収入の一部（図5の斜線部）がローカル電話会社に戻される。
これが，前出のS　P　Fに基づき算出された州際NT　S分に相当し，実質的に
は州際事業者からローカル電話会社への内部補助となる。
　換言するならば，州際事業者からローカル電話会社に戻された収入の一部
には，本来ならば，ローカル電話会社の公正報酬率規制における必要収入に
含まれるべきNTS費用が含まれているが，その一部（それは，SLUとS
P　Fの差により説明される部分）が，州際事業者の必要収入に含まれ，ロー
カル電話会社の必要収入が実際に回収すべき費用分よりも小さくなっている
のである。その結果，公正報酬率規制に基づく市内料金水準がより低い水準
で設定可能になる。
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　以上のような，ユニバーサル・サービスを維持するための内部補助方式は，
社会の要請に基づいて形成されたものであり，　「企業的内部補助」ではなく，
「社会的要請をみたすために供給者に要請される社会的内部補助」の典型的
例である讐）
4．アクセス・チャージの導入
　前項で紹介したS　P　F方式による内部補助の枠組は，その後，1970年代の
州際通信分野への新規参入，1984年のA　T＆丁社分割により，その基本的枠
組の変容を迫られることとなった。
　さらに，A　T＆丁社分割後は，A　T＆丁社を中心に形成されてきた社会的
内部補助システムに代わる社会システムとして全国通信事業者協会（National
Exchange　Carriers　Assosiation：N　E　C　A）という事業者団体が創設され，州
際通信事業者が依然として負担しているN　T　S費用は，このN　E　C　Aを通し
て各ローカル電話会社に配分されることになった。
　同時に，州際事業者の負担していた州際N　T　S費用の一部を加入者から直
接アクセス・チャージとして徴収することになり，複数回線事業者には月6
ドル，住宅用電話加入者，単一回線事業者には月3．5ドル（1989年4月から）
を課金することになった。
　しかし，現在は，その移行期にあり，州際事業者の提供するサービス料金
には，州際N　T　S費用の一部が転嫁されており，さらに，L　A　T　A内の接続
点（P　O　P）を通過するすべての州際通信サービスには，1分間3．25セント
のキャリア料金が課せられている。
　このような状況下において，州際通信の大口利用者は，通信費の最小化を
目指して以下の二つの戦略を展開している。
　①州際通信については，すでに競争状態であるので，複数の事業者の中か
　　ら最も対費用効果の高い通信サービスを提供している事業者を選択する。
②LATA内においては，地域電話会社は一社であるので，LATA内の
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　州際通信事業者のP　O　Pまでは，公衆交換網を利用するのが唯一の選択
　である。しかし，通信量によっては，発信地からP　O　Pまでの専用線サ
　　ービスを利用する，または，自らが二地点間に伝送路を構築することも
　可能である。このような手段がバイパスであり，バイパスには，前者の
　専用線サービスを利用するサービス・バイパス（service　bypass）と，後
　者の自営伝送路を構築する施設バイパス（facihty　bypass）がある。
　上記二つの戦略のうち①については，すでに，制度的にも州際分野は競争
が前提となっているので大きな問題は生じない。しかし，②のバイパスは，
制度上はL　AT　A内通信サービスの独占的提供を認められているローカル電
話会社にとって極めて大きな経営問題となっている。極論するならば，大口
利用者が，例外的な通信手段であるバイパスの利用を今後もさらに増大させ
るならば，独占を前提とした現在の料金規制は崩壊する危険性も有する。
　大口利用者のバイパス利用は，具体的には，以下の過程でローカル電話会
社の経営に損害を及ぼす。
　①料金算定の際に，利用が見込まれていた公衆網サービスが施設バイパス
　　されることにより，予定収入全体が滅少する。
　②大口利用者が，発信地からP　O　Pまで，およびP　O　Pから着信地までロ
　　ーカル電話会社の提供する専用線サービスを利用する場合（サービス・
　　バイパス），ローカル電話会社自身に期待される直接収入の増減にはさ
　　ほどの影響はない。しかし，州際通信事業者の州際N　T　S費用負担の算
　　定根拠となるP　O　Pにおける交換サービス網利用時間が減少し，州際事
　　業者のN　T　S費用負担分の割当が予定額を下回ることも考えられる。
　以上のように，大口利用者のバイパスは，現行料金制度において予定され
ているローカル電話会社の州際設備用の州際通信事業者負担分を，大幅に減
少させる危険を有している。
　アメリカの電気通信産業の構造および規制を前提とするならば，このよう
なバイパス問題の解決は容易ではない。
　仮に，ローカル電話会社側で発生する州際施設関連費用を含むすべての費
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用を最終消費者に転嫁するならば，加入者の負担するアクセス・チャージは
さらに上昇する。その結果，一部の電話加入者が高負担から電話加入を放棄
し，電話サービスのユニバーサル性が失われる。
　第二に，アクセス・チャージの上昇にもかかわらず，電話の加入率に大き
な変化がない場合でも，大口利用者が発信地からP　O　Pまでの施設バイパス
を多用することにより，ローカル電話会社の直接収入に重要な損害を及ぼす
ことも考えられる。たとえば，電話加入者の5パーセントに相当する大口利
用者が当該電話会社の30パーセントの収入分の通信サービスを利用している
場合，その大口利用者がすべて施設バイパスを利用すると，全加入者の5パ
ーセントの移動だけでも電話会社は，期待収入の30パーセント減という事態
に直面する。
　以上のように，A　T＆丁社分割後，社会的内部補助システムに代わるもの
として登場したN　E　C　Aの創設およびアクセス・チャージは，未解決の問題
を内包したまま今日に至っている。このような制度改革は，内部補助システ
ムから外部補助システムの移行であると共に，低水準の定額料金を基本とし
たユニバーサル・サービスの変容をも意味するものである。今後，外部補助
システムとアクセス・チャージという新しい制度の下で，伝統的なユニバー
サル・サービスが維持可能か否かは定かではないが，少なくとも，現状にお
いては，ユニバーサル・サービスを全面的に撤廃させるというような政治的
状況には至っていない。
5．電話需要の多様化と料金規制
　すでに第2章で言及したように，電話サービス需要は，電話ネットワーク
ヘのアクセス需要と，電話を発信する使用需要に分けられる。
　ウエンダースは，アメリカの電話料金制度を前提として，このアクセス需
要と使用需要に相互依存性が存在していたことを明らかにしているが，その
関係は，ネットワークのもつ外部性と深い関わりをもつものであった。（5）す
　　　　　　　　　　　　　一49一
菅谷実
なわち，電話サービスの使用需要が，通話料金の減少に伴い増大する場合，
使用需要の増大は，電話ネットワークのアクセス需要を増大させ，その結果，
ネットワークの加入者数が増大する。電話ネットワークの発展過程において
は，このようなアクセス需要がもたらす加入者の増加が，さらに使用需要を
増大させるという循環作用が働いていた。
　しかし，そのような電話ネットワークの規模が限界点に達した今日では，
アクセス需要と使用需要をお互いに独立させた議論が可能となってきた。
　現在，アメリカのローカル電話会社が直面しているバイパス問題は，正に
この二つの需要がお互いに独立していることを明示している。施設バイパス，
アクセス・バイパスを問わず，バイパス・サービスに関心を示している利用
者は，特定地域への通話サービス費用の最小化を求めている大口利用者であ
る。彼らは，ネットワークの外部性が最大限に発揮される公衆交換網へのア
クセスに加えて，特定地域への単位当り通話費用の最小化を目指してバイパ
ス・サービスを選好しているのである。
　以上のような現象は，同時に，電話需要の多様化を示している。アメリカ
社会においては，すでにユニバーサル・サービスという理念が完全に定着し
ており，そこに，電話需要の多様化によるバイパス問題が生じたのである。
　電話ネットワークが成熟化した今日においても，一般の住宅電話加入者に
おいては，アクセス需要と使用需要の相互依存関係は継続している。その中
で，大口利用者が電話ネットワークから離脱し，バイパスに向かうならば，
ローカル電話会社の収入は減少し，その結果，通話料金の値上げ，電話加入
者の離脱，ネットワーク外部性の縮小という悪循環を招来する危険性が生ず
る。
　公衆通信料金のユニバーサル性とラスト・リゾートとしての公衆通信網の
維持を前提とする場合，そのような悪循環を断ち切るには，何らかの新たな
施策が必要とされる。
　たとえば，ベル通信研究所のリーマン（Lehman，Dale）らは，バイパス利
用者は，既存事業者の公衆通信網をバックアップとすることを前提としてバ
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イパス・サービスを利用しており，しかも，そのようなバックアップに対し
て通常の通信料以外は，何らの対価も支払っていないことを指摘している曾）
そのような，バックアップヘの対価の支払いを免れているバイパス利用者の
存在は，電話市場全体からみるならば，極めて非効率的なものであり，既存
事業者にとっての外部費用となっている。
　リーマンらによれば，現行の料金体系の下では，バイパス利用者のディフ
ォルト・ディマンドは，価格の設定されていないオプション・ディマンドを
生じさせ，その結果，社会的に過剰なバイパスが生み出される。彼らは，そ
のような非効率性を回避するためにバイパス利用者と非バイパス利用者に対
して異なる料金体系を設定することを提案している。具体的には，バイパス
利用者が，既存事業者のサービスを利用する時には，非バイパス利用者より
も高い水準の価格を設定するとの提案である。このような提案は，ガス事業
規制などではすでに試みられており，たとえば，アメリカのミズーリー州で
は，ヒートポンプの利用者と非利用者に異なるガス使用料金を設定している。
　以上のような提案は，ラスト・リゾートとして存在する公衆通信網の維持
のための施策の一つにはなりうるが，公衆通信料のユニバーサル性の維持に
は直結しない。今後，現行の外部補助システムが，より一層の加入者料金の
上昇を招来し，現行システムによるユニバーサル・サービスの維持が困難に
なるならば，すなわち，N　E　C　Aを中心とする電話事業者問の外部補助シス
テムと加入者へのアクセス・チャージにより，電話サービスのユニバーサル
性を維持することが不可能になるならば，低所得電話加入者に対する直接的
補助といったような，より広範な，分配に関わる政策を導入せざるを得ない
という事態も予測されうる。
6．むすびに代えて一競争政策の導入と公益事業料金規制
公益事業分野における競政政策の導入は，これまでの議論からも明らかな
ように，伝統的な参入規制という保護の下で，ユニバーサル・サービスの提
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供という社会的使命を担ってきた私営電話会社，さらには公益事業規制のあ
り方自身の変容をも招来させる可能性を包含している。
　アメリカの公益事業規制は，電気通信，エネルギー等の日常生活に必需の
サービスの提供を，公的セクターに委ねるのではなく，私的セクターにより
効率的に，あまねく公平に提供させることを可能にし，それは，これまで一
定の役割を果してきた。しかし，技術進歩に伴い，莫大な初期投資なしにこ
の分野に参入し，既存の公益事業者と競合可能なサービスを提供することが
技術的に可能になり，規制者も伝統的な公益事業規制の緩和を迫られ，現実
に，参入規制は大幅に緩和された。
　伝統的公益事業分野へ競争政策が導入されたことにより，料金水準は市場
における競争に委ねられることになり，すでに明らかにしたように，これま
でのユニバーサル・サービス的な発想による料金水準の維持は，政府の直接
的介入なしには困難になろうとしていることが指摘されている。この問題は，
アメリカの電話サービス規制という限定された分野の問題ではなく，エネル
ギー産業をも含めた公益事業規制度度全体にも関連し，さらには，日本の公
益事業規制とも全く関連のない問題ではない。
　日本にも，第2次大戦後，アメリカの公益事業制度が導入され，それは，
日本的公益事業制度として定着したが，電気通信分野においては，大幅に新
規参入の道が開かれ，同時に，それまでの公社形態とは異なる企業形態（N
TTの民営化）でサービスの提供が開始されている。
　本稿で取り上げたアメリカの電話料金規制の抱える問題は，アメリカ独特
の多層的な電話産業構造に起因するものが多く，日本のような一元化された
公社制度のもとで発展した電話サービスの抱える問題点とは全く異質な側面
を有するが，市外と市内電話サービス問の内部補助は，日本でも指摘されて
いる。現在の3分10円の市内電話料金が市内と市外間の内部補助により維持
されているものであると仮定すれば，競争政策を導入した日本の公益事業規
制においても，内部補助システムから外部補助システムヘの議論が生ずる可
能性が内包されている。そのような移行が社会的に望ましいものであるか否
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かの判断は，今後の研究に譲るが，その点からも，今後もアメリカにおける
公益事業料金政策の動向は大いに注目することが必要である。
　終わりに，本稿では，現在，イギリス，アメリカで順次導入されているプ
ライス・キャップ規制については言及していないが，このような料金水準決
定の抜本的見直しも，競争政策が導入された公益事業分野の料金規制のあり
方を検討するうえでの有力な代替案の一つである。日本においても，このよ
うな代替案がさらに幅広く検討されることを期待したい。
注
（1）アメリカの電話事業におけるユニバーサル・サービスについては，次を参照。Ho－
rwit〔2〕pp．132～135．
（2）伝統的な公益事業料金規制の下では，以下のように，あらかじめ営業費用見積に
　公正報酬率を加え，必要収入額Rが決定され，必要収入を回収するための料金体系
　が設計される。
　総収入（R）＝営業費用（E〉＋減価償却費（d）＋諸税（T）＋レート・ベ
　ース（資産価値一減価償却費累計）×公正報酬率（r）
（3）NTS費用およびTS費用の詳細については，次を参照。
　Oettinger　and　Weinhaus〔5〕
（4）藤井弥太郎教授は，内部補助を「共通費や補完効果などの理由から供給者が自発
　的に行なう」企業的内部補助と社会的内部補助に区分している。次を参照。藤井弥
　太郎〔1〕3ページ。
（5）以下のウエンダースの議論は，次を参照。Wenders〔7〕（特に，第3章）。
（6）　Lehman　and　Weisman〔4〕。
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